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〇 消費・安全対策交付金交付等要綱（令和４年３月31日付け３消安第7340号農林水産事務次官依命通知）一部改正新旧対照表 

            （下線部分は改正部分） 

改   正   後 改   正   前 

（事業実施計画の提出） 

第６ 交付事業者（都道府県知事又は政令指定都市の長（以下「都道府県知事等」とい

う。）、別表１の１のⅠの３に係る事業実施主体のうち複数の都道府県において食育活動

を取り組む事業実施主体（以下「都道府県域を越えた取組の事業実施主体」という。）、

別表１の１のⅠの３に係る（11）の事業メニューを行う事業実施主体（以下「「産地・生

産者への理解向上」の取組の事業実施主体」という。）及び別表１の１のⅠの３に係る

（12）の事業メニューを行う事業実施主体（以下「「地域農業・教育連携モデルの創出」

の取組の事業実施主体」という。）をいう。以下同じ。）は、別記様式第１号により、目

標値、選択した事業メニュー、事業実施主体、交付金の要望額その他必要な事項を記載

した事業実施計画書を作成し、国の求めがあったときは、第７第１項の規定による交付

申請書の提出より前に事業実施計画を提出するものとする。 

（削る。） 

（削る。） 

（削る。） 

 

（削る。） 

（事業実施計画の提出） 

第６ 交付事業者（都道府県知事又は政令指定都市の長（以下「都道府県知事等」とい

う。）、別表１の１のⅠの３に係る事業実施主体のうち複数の都道府県において食育活動

を取り組む事業実施主体（以下「都道府県域を越えた取組の事業実施主体」という。）及

び別表１の１のⅠの３に係る（11）の事業メニューを行う事業実施主体（以下「「産地・

生産者への理解向上」の取組の事業実施主体」という。）をいう。以下同じ。）は、別記

様式第１号により、目標値、選択した事業メニュー、事業実施主体、交付金の要望額そ

の他必要な事項を記載した事業実施計画書を作成し、以下に掲げる者の求めがあったと

きは、第７第１項の規定による交付申請書の提出より前に事業実施計画を提出するもの

とする。 

 

（１）北海道及び北海道に属する政令指定都市にあっては北海道農政事務所長 

（２）沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務局長 

（３）前号以外の都府県及び前号以外の都府県に属する政令指定都市にあっては地方農

政局長（以下、第１号から第３号までに掲げる者を「地方農政局長等」という。） 

（４）都道府県域を越えた取組の事業実施主体及び「産地・生産者への理解向上」の取

組の事業実施主体にあっては消費・安全局長 

２・３ （略） ２・３ （略） 

 

（申請手続） 

第７ 交付規則第２条の農林水産大臣（以下「大臣」という。）が別に定める申請書類に関す

る事項は、都道府県知事等は別記様式第２号－１による、都道府県域を越えた取組の事

業実施主体、「産地・生産者への理解向上」の取組の事業実施主体又は「地域農業・教育

連携モデルの創出」の取組の事業実施主体は別記様式第２号－２による交付申請書のと

おりとし、交付金の交付を受けようとする交付事業者は、次の各号に掲げる区分に応

じ、それぞれ当該各号に定める者（以下「交付決定者」という。）に対し、交付申請書を

提出しなければならない。 

（１）北海道及び北海道に属する政令指定都市 北海道農政事務所長 

（２）沖縄県 内閣府沖縄総合事務局長 

（３）前号以外の都府県及び前号以外の都府県に属する政令指定都市 地方農政局長

（以下、第１号から第３号までに掲げる者を「地方農政局長等」という。） 

（４）都道府県域を越えた取組の事業実施主体、「産地・生産者への理解向上」の取組の

事業実施主体及び「地域農業・教育連携モデルの創出」の取組の事業実施主体 大

臣 

 

（申請手続） 

第７ 交付規則第２条の農林水産大臣（以下「大臣」という。）が別に定める申請書類に関す

る事項は、都道府県知事等は別記様式第２号－１による、都道府県域を越えた取組の事

業実施主体又は「産地・生産者への理解向上」の取組の事業実施主体は別記様式第２号

－２による交付申請書のとおりとし、交付金の交付を受けようとする交付事業者は、次

の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める者（以下「交付決定者」とい

う。）に対し、交付申請書を提出しなければならない。 

 

（１）都道府県知事等 地方農政局長等 

（新設） 

（新設） 

 

（２）都道府県域を越えた取組の事業実施主体及び「産地・生産者への理解向上」の取

組の事業実施主体 大臣 
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なお、都道府県域を越えた取組の事業実施主体、「産地・生産者への理解向上」の取組

の事業実施主体及び「地域農業・教育連携モデルの創出」の取組の事業実施主体は、公

募により選定された団体とする。 

なお、都道府県域を越えた取組の事業実施主体及び「産地・生産者への理解向上」の

取組の事業実施主体は、公募により選定された団体とする。 

２ （略） ２ （略） 

３ 交付金の交付を受けようとする交付事業者は、第１項の交付申請書を提出するに当た

って、「みどりチェック」チェックシートに記載された各取組について、事業実施期間中

に実施する旨をチェックした上で、都道府県知事等にあっては別記様式第２号－１別添

により、都道府県域を越えた取組の事業実施主体、「産地・生産者への理解向上」の取組

の事業実施主体及び「地域農業・教育連携モデルの創出」の取組の事業実施主体にあっ

ては別記様式第２号－２別添により、当該チェックシートを交付決定者に提出しなけれ

ばならない。 

ただし、特別交付型交付金の交付が必要な対策であって、緊急かつやむを得ない事情

により交付申請書の提出に当たりチェックシートの提出が困難な場合は、交付申請書提

出後の提出を可能とするなど柔軟に対応できるものとする。 

３ 交付金の交付を受けようとする交付事業者は、第１項の交付申請書を提出するに当た

って、環境負荷低減のチェックシートに記載された各取組について、事業実施期間中に

実施する旨をチェックした上で、都道府県知事等にあっては別記様式第２号－１別添に

より、都道府県域を越えた取組の事業実施主体及び「産地・生産者への理解向上」の取

組の事業実施主体にあっては別記様式第２号－２別添により、当該チェックシートを交

付決定者に提出しなければならない。 

ただし、特別交付型交付金の交付が必要な対策であって、緊急かつやむを得ない事情

により交付申請書の提出に当たりチェックシートの提出が困難な場合は、交付申請書提

出後の提出を可能とするなど柔軟に対応できるものとする。 

 

（交付申請書の提出期限） 

第８ 交付規則第２条の大臣が別に定める交付申請書の提出期限は、毎年度、地方農政局長

等（都道府県域を越えた取組の事業実施主体、「産地・生産者への理解向上」の取組の事

業実施主体及び「地域農業・教育連携モデルの創出」の取組の事業実施主体にあっては

消費・安全局長）が別に通知する日までとする。 

 

（交付申請書の提出期限） 

第８ 交付規則第２条の大臣が別に定める交付申請書の提出期限は、毎年度、地方農政局長

等（都道府県域を越えた取組の事業実施主体及び「産地・生産者への理解向上」の取組

の事業実施主体にあっては消費・安全局長）が別に通知する日までとする。 

 

（契約等） 

第12 交付事業者（都道府県域を越えた取組の事業実施主体、「産地・生産者への理解向上」

の取組の事業実施主体及び「地域農業・教育連携モデルの創出」の取組の事業実施主体

に限る。次項及び第３項において同じ。）は、交付事業の一部を第三者に委託する場合

は、消費・安全局長にあらかじめ届け出なければならない。 

２・３ （略） 

 

（契約等） 

第12 交付事業者（都道府県域を越えた取組の事業実施主体及び「産地・生産者への理解向

上」の取組の事業実施主体に限る。次項及び第３項において同じ。）は、交付事業の一部

を第三者に委託する場合は、消費・安全局長にあらかじめ届け出なければならない。 

 

２・３ （略） 

 

（債権譲渡等の禁止） 

第13 交付事業者（都道府県域を越えた取組の事業実施主体、「産地・生産者への理解向上」

の取組の事業実施主体及び「地域農業・教育連携モデルの創出」の取組の事業実施主体

に限る。）は、第10第１項の規定による交付決定の通知によって生じる権利及び義務の全

部又は一部を、消費・安全局長の承諾を得ずに、第三者に譲渡し、又は承継させてはな

らない。 

 

（債権譲渡等の禁止） 

第13 交付事業者（都道府県域を越えた取組の事業実施主体及び「産地・生産者への理解向

上」の取組の事業実施主体に限る。）は、第10第１項の規定による交付決定の通知によっ

て生じる権利及び義務の全部又は一部を、消費・安全局長の承諾を得ずに、第三者に譲

渡し、又は承継させてはならない。 

 

（計画変更の承認） 

第14 （略） 

２～７ （略） 

 

（計画変更の承認） 

第14 （略） 

２～７ （略）  
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８ 地方農政局長等は、第２項、第５項及び第６項の承認を行った場合には、管内都道府

県分の事業実施計画書を取りまとめ、消費・安全局長等に報告するものとする。 

（新設） 

 

 

（実績報告） 

第19 （略） 

２～４ （略） 

 

（実績報告） 

第19 （略） 

２～４ （略） 

５ 交付事業者は、第１項の実績報告書を提出するに当たって、「みどりチェック」チェッ

クシートに記載された各取組について、事業実施期間中に実施したか否かをチェック

し、都道府県知事等にあっては別記様式第２号－１別添により、都道府県域を越えた取

組の事業実施主体、「産地・生産者への理解向上」の取組の事業実施主体及び「地域農

業・教育連携モデルの創出」の取組の事業実施主体にあっては別記様式第２号－２別添

により、交付決定者に提出しなければならない。 

また、都道府県域を越えた取組の事業実施主体、「産地・生産者への理解向上」の取組

の事業実施主体及び「地域農業・教育連携モデルの創出」の取組の事業実施主体につい

ては、事務の簡素化を図る観点から、交付決定者の求めがあったときは、実績報告書の

提出前にチェックシートを提出するものとする。 

なお、チェックシートを提出した者から抽出して、農林水産省の職員が実際に環境負

荷低減の取組をしたかどうか確認を行うこととする。 

ただし、特別交付型交付金の交付が必要な対策であって、緊急かつやむを得ない事情

により実績報告書の提出に当たりチェックシートの提出が困難な場合は、実績報告書提

出後の提出を可能とするなど柔軟に対応できるものとする。 

５ 交付事業者は、第１項の実績報告書を提出するに当たって、環境負荷低減のチェック

シートに記載された各取組について、事業実施期間中に実施したか否かをチェックし、

都道府県知事等にあっては別記様式第２号－１別添により、都道府県域を越えた取組及

び「産地・生産者への理解向上」の取組の事業実施主体にあっては別記様式第２号－２

別添により、交付決定者に提出しなければならない。 

また、都道府県域を越えた取組及び「産地・生産者への理解向上」の取組について

は、事務の簡素化を図る観点から、交付決定者の求めがあったときは、実績報告書の提

出前にチェックシートを提出するものとする。 

なお、チェックシートを提出した者から抽出して、農林水産省の職員が実際に環境負

荷低減の取組をしたかどうか確認を行うこととする。 

ただし、特別交付型交付金の交付が必要な対策であって、緊急かつやむを得ない事情

により実績報告書の提出に当たりチェックシートの提出が困難な場合は、実績報告書提

出後の提出を可能とするなど柔軟に対応できるものとする。 

 

（収益納付） 

第26 交付事業者（都道府県域を越えた取組の事業実施主体、「産地・生産者への理解向上」

の取組の事業実施主体及び「地域農業・教育連携モデルの創出」の取組の事業実施主体

に限る。以下、第２項において同じ。）は、交付事業の実施によって相当の収益が生じた

ときは、消費・安全局長が別に定めるところにより、その旨を報告しなければならな

い。 

 

（収益納付） 

第26 交付事業者（都道府県域を越えた取組の事業実施主体及び「産地・生産者への理解向

上」の取組の事業実施主体に限る。以下、第２項において同じ。）は、交付事業の実施に

よって相当の収益が生じたときは、消費・安全局長が別に定めるところにより、その旨

を報告しなければならない。 

２ （略） ２ （略） 

 

（成果の取りまとめ及び事後評価） 

第30 事業実施主体は、事業を実施した年度の翌年度（別表１の２の食品安全・消費者信頼

確保対策整備交付金にあっては、事業を実施した年度から起算して３か年経過した年

度。以下同じ。）の６月末までに、目標ごとの事業の成果について、別記様式第13号に従

って成果報告書として取りまとめる。 

 

（成果の取りまとめ及び事後評価） 

第30 事業実施主体は、事業を実施した年度の翌年度（別表１の２の食料安全保障確立対策

整備交付金にあっては、事業を実施した年度から起算して３か年経過した年度。以下同

じ。）の６月末までに、目標ごとの事業の成果について、別記様式第13号に従って成果報

告書として取りまとめる。 

２～４ （略） ２～４ （略） 
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５ 都道府県域を越えた取組の事業実施主体、「産地・生産者への理解向上」の取組の事業

実施主体及び「地域農業・教育連携モデルの創出」の取組の事業実施主体は、第１項に

おいて取りまとめ、事後評価を実施した成果報告書を、事業を実施した年度の翌年度の

８月末までに、消費・安全局長に提出する。 

５ 都道府県域を越えた取組の事業実施主体及び「産地・生産者への理解向上」の取組の

事業実施主体は、第１項において取りまとめ、事後評価を実施した成果報告書を、事業

を実施した年度の翌年度の８月末までに、消費・安全局長に提出する。 

６ （略） ６ （略） 

７ 地方農政局長等（都道府県域を越えた取組、「産地・生産者への理解向上」の取組及び

「地域農業・教育連携モデルの創出」の取組にあっては消費・安全局長。第９項におい

て同じ。）は、第４項又は第５項により提出された交付事業者の成果報告書に基づき、遅

滞なく関係部局で構成する評価検討委員会を開催し、成果目標の達成度等の事後評価を

実施する。なお、消費・安全局長が開催する評価検討委員会における事後評価の実施に

当たっては、公正性の観点から、評価内容の妥当性について学識経験者等第三者の意見

を聴くものとする。 

７ 地方農政局長等（都道府県域を越えた取組及び「産地・生産者への理解向上」の取組

にあっては消費・安全局長）第９項において同じ。）は、第４項又は第５項により提出さ

れた交付事業者の成果報告書に基づき、遅滞なく関係部局で構成する評価検討委員会を

開催し、成果目標の達成度等の事後評価を実施する。なお、消費・安全局長が開催する

評価検討委員会における事後評価の実施に当たっては、公正性の観点から、評価内容の

妥当性について学識経験者等第三者の意見を聴くものとする。 

８・９ （略） ８・９ （略） 

10 都道府県知事等は、前項の地方農政局長等による措置を踏まえ、第７項の事後評価の

結果が低い事業実施主体を指導するものとする。 

（新設） 

11～13 （略） 10～12 （略） 

  

別表１ 

 

消費・安全対策交付金の目的、目標、事業メニュー及びその内容、事業実施主体、経費並び

に交付率 

 

１ 食品安全・消費者信頼確保対策推進交付金 

区 分 目 的 目 標 事業メニュー及びその

内容 

事業実施主

体 

経 費 交付率 

       
Ⅰ ． 食
品 安
全 ・
消 費
者 信
頼 確
保 対
策 推
進 交
付金 

１  農畜
水産物
の安全
性の向
上 

(1-1) 
（略） 

(1)～(4) （略） 
 

事業メニュー
及びその内容
の欄の(1)及
び(2)につい
ては、以下の
とおりとす
る。 
都道府県 
市町村 
農業協同組合
（農業協同組
合法（昭和22
年法律第132
号）の規定に
基づき設立さ
れた組合（農
事組合法人を

（略） 
 

（略） 

別表１ 

 

消費・安全対策交付金の目的、目標、事業メニュー及びその内容、事業実施主体、経費並び

に交付率 

 

１ 食料安全保障確立対策推進交付金 

区 分 目 的 目 標 事業メニュー及びその

内容 

事業実施主

体 

経 費 交付率 

       
Ⅰ ． 食
料 安
全 保
障 確
立 対
策 推
進 交
付 金 

１  農畜
水産物
の安全
性の向
上 

(1-1) 
（略） 

(1)～(4) （略） 事業メニュー
及びその内容
の欄の(1)及
び(2)につい
ては、以下の
とおりとす
る。 
都道府県 
市町村 
農業協同組合
（農業協同組
合法（昭和22
年法律第132
号）の規定に
基づき設立さ
れた組合（農
事組合法人を

（略） （略） 
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含む。）をい
う。以下同
じ。） 
農業協同組合
中央会 
農業協同組合
連合会 
土地改良区 
営農集団（消
費・安全局長
等が別に定め
るものをい
う。以下同
じ。） 
地方農政局長
等が適当と認
める団体（以
下「特認団
体 」 と い
う。） 
地方独立行政
法人（試験研
究機関に限
る。以下同
じ。） 
ただし、事業
メニュー及び
その内容の欄
の (2)のうち
土壌由来有害
化学物質によ
る農作物の汚
染リスク推定
技術に係る取
組について
は、以下のと
おりとする。 
都道府県 
地方独立行政
法人（都道府
県が設立した
も の に 限
る。） 
 
 
 
事業メニュー
及びその内容
の欄の(3)に
ついては、都
道府県とす
る。 

含む。）をい
う。以下同
じ。） 
農業協同組合
中央会 
農業協同組合
連合会 
土地改良区 
営農集団（消
費・安全局長
等が別に定め
るものをい
う。以下同
じ。） 
都道府県知事
等が地方農政
局長等と協議
して適当と認
める団体（以
下「特認団
体 」 と い
う。） 
地方独立行政
法人（試験研
究機関に限
る。以下同
じ。） 
ただし、事業
メニュー及び
その内容の欄
の (2)のうち
土壌由来有害
化学物質によ
る農作物の汚
染リスク推定
技術に係る取
組について
は、以下のと
おりとする。 
都道府県 
地方独立行政
法人（都道府
県が設立した
も の に 限
る。） 
 
事業メニュー
及びその内容
の欄の(3)に
ついては、都
道府県とす
る。 
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  (1-2) 
（略） 

(1)～(3) （略） （略） （略） （略） 

  (2)  農 薬
の適正使
用等の総
合的な推
進 

(1)～(4) （略） 
 
(5) 農薬による蜜蜂の

被害を軽減するため
の対策の確立及び推
進 

農薬による蜜蜂
被害の軽減に向け
て、地域の実情に
応じた蜜蜂被害軽
減対策を確立する
とともに、有効性
が判明している対
策の実施を推進す
る。 

 
(6)～(8) （略） 
 

（略） （略） （略） 

  (3) ・ (4) 
（略） 

 

（略） （略） （略） （略） 

 ２  伝染
性 疾
病・病
害虫の
発生予
防・ま
ん延防
止 

(1) ・ (2) 
（略） 

 

（略） （略） （略） （略） 

 (3)  病 害
虫の防除
の推進 

(1) 防除が困難な作物
に係る防除体系の確
立 

薬剤抵抗性病害
虫・雑草への対策
のため、現場で使
用できる簡便・迅
速な検体のサンプ
リング手法や感受
性検定手法、薬剤
抵抗性病害虫・雑
草の発生状況調査
等のモニタリング
手法（地点数、サ
ン プ ル 数 の 設 定
等）、薬剤抵抗性リ
スク管理の判断基
準、薬効を温存す
るためのローテー
ション散布体系等
の防除体系を確立
する。 
また、病害虫の

発生パターンの変
化、登録農薬が少
ない地域特産作物

事業メニュー
及びその内容
の欄の(1)及
び(2)につい
ては、以下の
とおりとす
る。 
都道府県 
市町村 
農業協同組合 
経済農業協同
組合連合会 
特認団体（農 
薬製造者等
（本事業メニ
ューを活用す
ることで直接
利益を享受す
る可能性のあ
る農薬の製
造、開発又は
販売に係る団
体及び民間事
業者をいう。
以下本項にお

（略） 事業費の定
額（ 1/2以
内 ） と す
る。 
ただし、事
業メニュー
及びその内
容 の 欄 の
(2)の①及
び (3)につ
いては定額
(10/10) と
する。 
なお、地域
提案型事業
の交付率は
類似の事業
メニューの
交付率を準
用するもの
とする。 

  (1-2) 
（略） 

(1)～(3) （略） （略） （略） （略） 
 

  (2)  農 薬
の適正使
用等の総
合的な推
進 

(1)～(4) （略） 
 
(5) 農薬による蜜蜂の

被害を軽減するため
の対策の確立 

 
農薬による蜜蜂

被害の軽減に向け
て、地域の実情に
応じた蜜蜂被害軽
減 対 策 を 確 立 す
る。 

 
 
 
 
(6)～(8) （略） 
 

（略） （略） （略） 

  (3) ・ (4) 
（略） 

 

（略） （略） （略） （略） 

 ２  伝染
性 疾
病・病
害虫の
発生予
防・ま
ん延防
止 

(1) ・ (2) 
（略） 

 

（略） （略） 
 

（略） （略） 

 (3)  病 害
虫の防除
の推進 

(1) 防除が困難となっ
ている作物に対する
緊急的な防除体系の
確立 

薬剤抵抗性病害
虫・雑草への対策
のため、現場で使
用できる簡便・迅
速な検体のサンプ
リング手法や感受
性検定手法、薬剤
抵抗性病害虫・雑
草の発生状況調査
等のモニタリング
手法（地点数、サ
ン プ ル 数 の 設 定
等）、薬剤抵抗性リ
スク管理の判断基
準、薬効を温存す
るためのローテー
ション散布体系等
の防除体系を確立
する。 
また、病害虫の

発生パターンの変
化、登録農薬が少

事業メニュー
及びその内容
の欄の(1)及
び(2)につい
ては、以下の
とおりとす
る。 
都道府県 
市町村 
農業協同組合 
経済農業協同
組合連合会 
特認団体（農 
薬製造を除
く。） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（略） 事業費の定
額（ 1/2以
内 ） と す
る。 
なお、地域
提案型事業
の交付率は
類似の事業
メニューの
交付率を準
用するもの
とする。 
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（マイナー作物）
における病害虫に
よる被害の発生、
登録農薬の見直し
等による使用可能
な農薬の減少等に
より、従来の防除
対策では防除が困
難な作物に係る防
除体系の確立のた
めの新しい技術や
資材の実証、代替
農薬の選定に関す
る実証等を行う。 

 
 
 
 
(2) 総合防除の実践 

農業者へよりわか
りやすく、使いやす
い形で総合防除の実
践を図るため、次の
取組を行う。 
①地域の実情に応じ
た総合防除実践指
標の作成・見直し
及び当該作成・見
直しに必要な実証 

②指導者の育成に必
要な研修・講習等
への参加及び当該
研修等の開催支援 

 
(3) 広域型総合防除体
制の構築 

都道府県や農業団
体、サービス事業
者、メーカー等の幅
広い関係者と産地が
連携し、地域一体と
なった効果的・効率
的な防除体制の構築
に向け、水稲又は果
樹における地域単位
での防除計画を立案
し、地域の雑草地、
水路等の病害虫の発
生源の解消等に係る
実証を行う。 

 

いて同じ。）
を除く。） 
 
ただし、事業
メニュー及び
その内容の欄
の(2)の②に
ついては、以
下のとおりと
する。 
都道府県 
市町村 
農業協同組合 
農業協同組合
中央会 
農業協同組合
連合会 
経済農業協同
組合連合会 
一般社団法人
又は一般財団
法人 
公益社団法人
又は公益財団
法人 
特認団体（農 
薬製造者等を 
除く。） 
独立行政法人 
民間事業者
（農薬製造者
等を除く。） 
 
 
 
 
事業メニュー
及びその内容
の欄の(3)に
ついては、以
下のとおりと
する。 
産地協議会 

ない地域特産作物
（マイナー作物）
における病害虫に
よる被害の発生、
登録農薬の見直し
等による使用可能
な農薬の減少等に
より、従来の防除
対策では防除が困
難となっている作
物に係る防除体系
の緊急的な確立の
ための新しい技術
や資材の実証、代
替農薬の選定に関
す る 実 証 等 を 行
う。 

 
(2) 総合防除の普及 

総合防除の普及の
ため、地域の実情に
応じた総合防除体系
の確立に向けた防除
体系の実証、都道府
県が定める総合防除
の実践を図るための
指標の策定・見直
し、指導者の育成に
必要な研修・講習等
への参加、当該研
修・講習の開催を行
う。 

 
 
（新設） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
ただし、事業
メニュー及び
その内容の欄
の(2)のうち
総合防除の普
及のための指
導者の育成に
ついては、以
下のとおりと
する。 
都道府県 
市町村 
農業協同組合 
農業協同組合
中央会 
農業協同組合
連合会 
経済農業協同
組合連合会 
一般社団法人
又は一般財団
法人 
公益社団法人
又は公益財団
法人 
特認団体（農 
薬製造者等を 
除く。） 
独立行政法人 
民間事業者
（農薬製造者
等を除く。） 
 
（新設） 



8 

 

  (4)  重 要
病害虫の
特別防除
等 

(1)～(3) （略） 
 
(4) 特殊病害虫根絶防

除 
鹿児島県奄美群

島に発生している
さつまいもの重要
な害虫であるアリ
モドキゾウムシに
ついて、発生地域
における被害軽減
と未発生地域への
まん延を防止する
ため、不妊虫放飼
法等により根絶防
除を行う。また、
当該根絶防除で得
られたアリモドキ
ゾウムシの無発生
地域を維持するた
めの防除体系の実
証を行う。 
鹿児島県奄美群

島に発生している
かんきつ類の重要
病害であるカンキ
ツグリーニング病
菌について、発生
地域における被害
軽減と未発生地域
へのまん延を防止
するため、り病樹
の伐採等により根
絶防除を行う。 

 

（略） （略） （略） 

 ３  地域
での食
育の推
進 

地域での
食育の推進 

(1) （略） 
 
(2) 食育活動を推進す

る人材の育成及び活
動の促進 

地域における食
育活動を総合的か
つ効果的に推進す
る た め 、 食 品 衛
生、栄養改善、農
業生産、食文化等
の分野において専
門的に食育活動を
行うボランティア
活動の調整、コー
ディネート等を行
うことができる食

(1) 事業メ
ニュー及び
その内容の
欄の (1)か
ら(10)まで
の都道府県
を通じた取
組について
は、以下の
とおりとす
る。 

都道府県 
市町村 
民間団体等
（農林漁業者
の組織する団
体、商工業者

(1) ～ (3) 
（略） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事業費の定
額（事業費
の 1/2以内
であって、
消費・安全
局長が別に
定める額）
とする。 
ただし、事
業メニュー
及びその内
容 の 欄 の
(12)に要す
る経費は定
額（事業費
の 10/10 以
内 で あ っ

  (4)  重 要
病害虫の
特別防除
等 

(1)～(3) （略） 
 
(4) 特殊病害虫根絶防

除 
鹿児島県奄美群

島に発生している
さつまいもの重要
な害虫であるアリ
モドキゾウムシに
ついて、発生地域
における被害軽減
と未発生地域への
まん延を防止する
ため、不妊虫放飼
法等により根絶防
除を行う。 
また、鹿児島県

奄美群島に発生し
ているかんきつ類
の重要病害である
カンキツグリーニ
ン グ 病 菌 に つ い
て、発生地域にお
ける被害軽減と未
発生地域へのまん
延 を 防 止 す る た
め、り病樹の伐採
等により根絶防除
を行う。 

 
 
 
 
 
 

（略） （略） （略） 

 ３  地域
での食育
の推進 

地域での
食育の推進 

(1) （略） 
 
(2) 食育推進リーダー

の育成及び活動の促
進 

地域における食
育活動を総合的か
つ効果的に推進す
る た め 、 食 品 衛
生、栄養改善、農
業生産、食文化等
の分野において専
門的に食育活動を
行うボランティア
活動の調整、コー
ディネート等を行
うことができる食

(1) 事業メ
ニュー及び
その内容の
欄の (1)か
ら(10)まで
の都道府県
を通じた取
組について
は、以下の
とおりとす
る。 

都道府県 
市町村 
民間団体等
（農林漁業者
の組織する団
体、商工業者

(1) ～ (3) 
（略） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事業費の定
額（事業費
の 1/2以内
であって、
消費・安全
局長が別に
定める額）
とする。 
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育推進リーダーの
育成及び食に関す
る民間資格を有す
る者の活用を促進
するとともに、こ
れらの活動（講習
会、研修会、交流
会、現地指導等）
を通じて食文化の
保護・継承、日本
型 食 生 活 等 の 普
及、農林漁業体験
の機会の提供等を
促進する。 

 
(3)～(6) （略） 
 
(7) 共食の場における

食育活動 
地域における共

食のニーズを把握
し、共食の場にお
いて食材を提供す
る地域の農林漁業
者等とのマッチン
グの取組、地域の
農林漁業者等や食
文化の継承者を招
いた食育の取組、
地域における共食
の場を試験的に設
けるための取組を
行う。 

 
 
 
 
 
 
 
(8)・(9) （略）  
 
(10) 課題解決に向け

たシンポジウム等の
開催 

第４次食育推進
基本計画又は第５
次食育推進基本計
画及び食育推進計
画に掲げられた課
題の解決及び目標
達成に資するテー

の組織する団
体、第三セク
ター、民間事
業者、公益社
団法人、公益
財団法人、一
般社団法人、
一般財団法
人、特定非営
利活動法人、
企業組合、事
業協同組合、 
社会福祉法 
人、国立大学 
法人、公立大
学法人、学校 
法人、消費生
活協同組合、
労働者協同組 
合、特殊法
人、認可法
人、公社及び
独立行政法人
をいう。(2) 
及び(3)にお
いて同じ。） 
法人格を有し
ない特認団体 
 
(2) 事業メ
ニュー及び
その内容の
欄の (1)か
ら(10)まで
の都道府県
域を越えた
取組につい
ては、以下
のとおりと
する。 

都道府県 
市町村 
民間団体等 
法人格を有し
ない団体であ
って消費・安
全局長が特に
認めるもの 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

て、消費・
安全局長が
別に定める
上限の額）
とする。 

育推進リーダーの
育成を促進すると
ともに、食育推進
リ ー ダ ー の 活 動
（ 講 習 会 、 研 修
会、交流会、現地
指導等）を通じて
食文化の保護・継
承、日本型食生活
等の普及、農林漁
業体験の機会の提
供を促進する。 

 
 
 
(3)～(6) （略） 
 
(7) 共食の場における

食育活動 
地域における共

食のニーズを把握
し、共食の場にお
いて食材を提供す
る地域の農林漁業
者等とのマッチン
グの取組、地域の
農林漁業者等や食
文化の継承者を招
いた食育の取組、
地域における共食
の場を試験的に設
けるための取組及
び新型コロナウイ
ルス感染症の影響
を受け、活動を休
止又は縮小等して
いる既存の共食の
場を再開するため
の取組を行う。 

 
(8)・(9) （略） 
 
(10) 課題解決に向け

たシンポジウム等の
開催 

第４次食育推進
基本計画及び食育
推進計画に掲げら
れた課題の解決及
び目標達成に資す
るテーマに基づく
シンポジウム、交

の組織する団
体、第三セク
ター、民間事
業者、公益社
団法人、公益
財団法人、一
般社団法人、
一般財団法
人、特定非営
利活動法人、
企業組合、事
業協同組合、
社会福祉法 
人、国立大学 
法人、公立大
学法人、学校 
法人、消費生
活協同組合、
労働者協同組 
合、特殊法
人、認可法
人、公社及び
独立行政法人
をいう。(2) 
及び(3)にお
いて同じ。）
及び法人格を
有しない特認
団体。 
 
(2) 事業メ
ニュー及び
その内容の
欄の (1)か
ら(10)まで
の都道府県
域を越えた
取組につい
ては、以下
のとおりと
する。 

都道府県 
市町村 
民間団体等及
び法人格を有
しない団体で
あって消費・
安全局長が特
に認めるも
の。 
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マに基づくシンポ
ジウム、交流会、
展示会等を開催す
る。 
なお、課題解決

に向けたシンポジ
ウム等の開催につ
いては、 (1)から
(9)までの取組と併
せて行うこととす
る。 

 
(11) （略） 
 
(12) 「地域農業・教

育連携モデルの創
出」の取組 

生産者等が学校
関係者等と連携し
て、農林漁業に関
する研修、座学、
体験機会の提供、
学校給食における
地場産物等の活用
等を総合的に実現
する計画の策定と
その実践を行う。 

(3) 事業メ
ニュー及び
その内容の
欄の(11)に
ついては、
以下のとお
りとする。 

都道府県 
市町村 
民間団体等 
法人格を有し
ない団体であ
って消費・安
全局長が特に
認めるもの 
上記の者を構
成員とする事
業化共同体 
 
 
(4) 事業メ
ニュー及び
その内容の
欄の(12)に
ついては、
以下のとお
りとする。 

都道府県 
市町村 
民間団体等 
法人格を有し
ない団体であ
って消費・安
全局長が特に
認めるもの 
上記の者を構
成員とする事
業化共同体 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(4) 「地
域 農
業 ・ 教
育 連 携
モ デ ル
の 創
出 」 の
取組 

左 欄に 規
定 する 事
業 実施 主
体 が本 要
綱 に基 づ
い て行 う
事 業に 要
す る経 費
の うち 消
費 ・安 全
局 長が 別
に 定め る
もの 
 

       
 

流会、展示会等を
開催する。 
なお、課題解決

に向けたシンポジ
ウム等の開催につ
いては、 (1)から
(9)までの取組と併
せて行うこととす
る。 

 
 
 
(11) （略） 
 
（新設） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(3) 事業メ
ニュー及び
その内容の
欄の(11)に
ついては、
以下のとお
りとする。 

都道府県 
市町村 
民間団体等、
法人格を有し
ない団体であ
って消費・安
全局長が特に
認めるもの及
びこれらの者
を構成員とす
る事業化共同
体。 
 
（新設） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（新設） 

       
 

  

２ 食品安全・消費者信頼確保対策整備交付金【公債発行対象経費】 

区 分 目 的 目 標 事業メニュー及びその

内容 

事業実施主

体 

経 費 交付率 

       
Ⅱ ． 食
品 安
全 ・

（略） 家畜衛生の
推進 
 

（略） （略） （略） （略） 
 

２ 食料安全保障確立対策整備交付金【公債発行対象経費】 

区 分 目 的 目 標 事業メニュー及びその

内容 

事業実施主

体 

経 費 交付率 

       
Ⅱ ． 食
料 安
全 保

（略） (1) 家 畜 衛
生の推進 
 

（略） （略） （略） （略） 
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消 費
者 信
頼 確
保 対
策 整
備 交
付金 

 （削る。） （削る。） （削る。） （削る。） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（削る。） 

 

障 確
立 対
策 整
備 交
付金 

 (2) 不 妊 虫
増殖施設の
整備 

不妊虫増殖施設整
備 
鹿児島県奄美群島

等に発生しているセ
グロウリミバエ等の
ミバエ類について、
防除に必要な不妊虫
を迅速に供給できる
よう、不妊虫増殖施
設を整備する。 
 

都道府県 都 道 府 県
が 本 要 綱
に 基 づ い
て 行 う 事
業 に 要 す
る経費 

事業費の定
額（9/10以
内 ） と す
る。 

 

  

別表２ 

 

１ 食品安全・消費者信頼確保対策推進交付金 

目的及び目標 目標値 左の考え方 
   
Ⅰ 農畜水産物の安全性の
向上 
１－１・１－２ （略） 
 

 
 
（略） 

 
 
（略） 

２ 農薬の適正使用等の
総合的な推進 

次の項目のうち一以上の項目に
つき目標値を設定する。 
・農薬の不適切な販売及び使用の
発生割合 

・農薬適正使用アドバイザー又は
農薬管理指導士の認定数 

・埋設農薬の処理進捗率 
・試験従事者等への農薬ＧＬＰに
係る研修の開催回数 

・農薬ＧＬＰに適合したほ場の環
境の整備を行うほ場数 

適正な農薬の販売・使用を推進
し、農薬のより一層の安全性を確
保するため、農薬取締法により把
握される農薬の不適切な販売及び
使用の発生割合又は農薬適正使用
アドバイザー若しくは農薬管理指
導士の認定数について目標値を定
め、その着実な実現を図る。 
埋設農薬の処理が必要な場合

は、その計画的かつ着実な処理を
実施するため、埋設農薬の処理進
捗率を目標値として定め、その着
実な実現を図る。 
農薬ＧＬＰ試験を適切に実施す

るため、事業実施主体に所属する
試験従事者等への農薬ＧＬＰに係
る研修の開催回数や農薬ＧＬＰに
適合したほ場の環境の整備を行う
ほ場数について具体的な目標値を
定め、着実にその実施を図る。 
 

３・４ （略） 
 

（略） （略） 

Ⅱ 伝染性疾病・病害虫の
発生予防・まん延防止 
１・２ （略） 
 

 
 
（略） 

 
 
（略） 

３ 病害虫の防除の推進 次の項目のうち一以上の項目に
つき目標値を設定する。 

有効性、作業性及び経済性に優
れた防除技術等を有機的に組み合
わせること等により、現場の実情

別表２ 

 

１ 食料安全保障確立対策推進交付金 

目的及び目標 目標値 左の考え方 
   
Ⅰ 農畜水産物の安全性の
向上 
１－１・１－２ （略） 
 

 
 
（略） 

 
 
（略） 

２ 農薬の適正使用等の
総合的な推進 

次の項目のうち一以上の項目に
つき目標値を設定する。 
・農薬の不適切な販売及び使用の
発生割合 

（新設） 
・埋設農薬の処理進捗率 
・試験従事者等への農薬ＧＬＰに
係る研修の開催回数 

・農薬ＧＬＰに適合したほ場の環
境の整備を行うほ場数 

適正な農薬の販売・使用を推進
し、農薬のより一層の安全性を確
保するため、農薬取締法により把
握される農薬の不適切な販売及び
使用の発生割合について目標値を
定め、その着実な実現を図る。 
埋設農薬の処理が必要な場合

は、その計画的かつ着実な処理を
実施するため、埋設農薬の処理進
捗率を目標値として定め、その着
実な実現を図る。 
農薬ＧＬＰ試験を適切に実施す

るため、事業実施主体に所属する
試験従事者等への農薬ＧＬＰに係
る研修の開催回数や農薬ＧＬＰに
適合したほ場の環境の整備を行う
ほ場数について具体的な目標値を
定め、着実にその実施を図る。 
 
 
 

３・４ （略） 
 

（略） （略） 

Ⅱ 伝染性疾病・病害虫の
発生予防・まん延防止 
１・２ （略） 
 

 
 
（略） 

 
 
（略） 

３ 病害虫の防除の推進 次の項目のうち一以上の項目に
つき目標値を設定する。 

有効性、作業性及び経済性に優
れた防除技術等を有機的に組み合
わせること等により、現場の実情
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・防除が困難な作物に係る防除体
系等における防除に関する管理
手法の現状値からの向上に関す
る指数 

 
※管理手法とは、対象とする病害
虫を防除する上で必要な農作業
の工程のこと。 

・防除が困難な作物に係る防除体
系等の普及取組数 

 
・総合防除実践指標のうち、作
成・見直しを行う実践ポイント
の全実践ポイントに対する向上
に関する指数 

 
・総合防除の普及のための指導者
の育成に必要な研修・講習等へ
の参加、当該研修・講習等の開
催等の回数 

・広域型総合防除体制の構築によ
る地域の防除体制の現状値から
の向上に関する指数 

に合った発生状況調査や防除体系
等を確立するため、発生状況調査
や防除体系等における防除に関す
る管理手法の現状からの向上に関
する指数について、具体的な目標
値を定め、着実にその向上を図
る。 
防除が困難な作物に係る防除体

系等の普及取組数について具体的
な目標を定め、着実にその増加を
図る。 
総合防除実践指標のうち、作

成・見直しを行う実践ポイントの
全実践ポイントに対する向上に関
する指数について具体的な目標値
を定め、着実にその向上を図る。 
総合防除の普及のための指導者

の育成に必要な研修・講習への参
加、当該研修・講習の開催等の回
数について、具体的な目標を定
め、着実にその実施を図る。 
都道府県やサービス事業者等の

関係者が参画する協議会で地域単
位での防除計画を立案し、地域一
体で総合防除を実施する体制を実
証し、現地の防除体制の現状値か
らの向上に関する指数について具
体的な目標値を定め、着実にその
向上を図る。 
 

４ （略） 
 

 （略） （略） 

Ⅲ 地域での食育の推進 
１ 地域での食育の推進 

 
別表１の１のⅠの３の(1)から

(3)まで、(5)及び(7)から(11)ま
での事業メニューについては産地
や生産者を意識して農林水産物・
食品を選ぶ者の割合、併せて次の
項目のうち一以上の項目を目標値
として設定する。 
・食文化の継承度 
・栄養バランスに配慮した食生活
の実践度 

・食育の推進に関わるボランティ
アの数 

・学校給食における地場産物等を
使用する割合又は学校給食にお
ける地場産物活用に向けて検討
した品目数 

・地域等で共食したいと思う人が
共食する割合 

・食品ロス削減のために何らかの

・事業実施主体が存する地域にお
ける食文化の保護・継承、日本
型食生活等の普及促進、食育活
動を推進する人材の育成・活
用、地場産物等への理解促進、
共食の場における食育の推進、
食品ロスの現状・削減に関する
認識の深化、持続可能な食料シ
ステムの構築及び我が国の農林
水産業の理解促進等のため、具
体的な数値目標を定め、着実に
その実施を図る。 

・防除が困難な作物の防除体系や
地域の実情に応じた総合防除体
系等における防除に関する管理
手法の現状値からの向上に関す
る指数 

※管理手法とは、対象とする病害
虫を防除する上で必要な農作業
の工程のこと。 

・防除が困難な作物の防除体系や
地域の実情に応じた総合防除体
系等の普及取組数 

・都道府県が定める総合防除の実
践を図るための指標のうち、策
定・見直しを行う管理項目の全
管理項目に対する向上に関する
指数 

・総合防除の普及のための指導者
の育成に必要な研修・講習への
参加、当該研修・講習の開催等
の回数 

（新設） 
 

に合った発生状況調査や防除体系
等を確立するため、発生状況調査
や防除体系等における防除に関す
る管理手法の現状からの向上に関
する指数について、具体的な目標
値を定め、着実にその向上を図
る。 
防除が困難な作物の防除体系や

地域の実情に応じた総合防除体系
等の普及取組数について具体的な
目標を定め、着実にその増加を図
る。 
都道府県が定める総合防除の実

践を図るための指標のうち、策
定・見直しを行う管理項目の全管
理項目に対する向上に関する指数
について具体的な目標値を定め、
着実にその向上を図る。 
総合防除の普及のための指導者

の育成に必要な研修・講習への参
加、当該研修・講習の開催等の回
数について、具体的な目標を定
め、着実にその実施を図る。 
 
 
 
 
 
 
 

４ （略） 
 

 （略） （略） 

Ⅲ 地域での食育の推進 
１ 地域での食育の推進 

 
別表１の１のⅠの３の(1)から(3)
まで、(5) 及び(7)から(11)まで
の事業メニューについては産地や
生産者を意識して農林水産物・食
品を選ぶ者の割合、併せて次の項
目のうち一以上の項目を目標値と
して設定する。 
・食文化の継承度 
・栄養バランスに配慮した食生活
の実践度 

・食育の推進に関わるボランティ
アの数 

・学校給食における地場産物等を
使用する割合又は学校給食にお
ける地場産物活用に向けて検討
した品目数 

・地域等で共食したいと思う人が
共食する割合 

・食品ロス削減のために何らかの

・事業実施主体が存する地域にお
ける食文化の保護・継承、日本
型食生活等の普及促進、食育リ
ーダー育成、地場産物等への理
解促進、共食の場における食育
の推進、食品ロスの現状・削減
に関する認識の深化、持続可能
な食料システムの構築及び我が
国の農林水産業の理解促進のた
め、具体的な数値目標を定め、
着実にその実施を図る。 
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行動をしている者の割合 
・環境に配慮した農林水産物・食
品を選ぶ者の割合 

・食品の安全性についての知識を
持ち、自ら判断する者の割合 
別表１の１のⅠの３の(4)の事

業メニューについては産地や生産
者を意識して農林水産物・食品を
選ぶ者の割合及び農林漁業体験を
はじめとする生産者と消費者との
交流に参加した者の増加割合又は
延べ人数を目標値として設定す
る。 
別表１の１のⅠの３の(6)の事

業メニューについては産地や生産
者を意識して農林水産物・食品を
選ぶ者の割合及び学校給食におけ
る地場産物等を使用する割合又は
学校給食における地場産物活用に
向けて検討した品目数を目標値と
して設定する。 
別表１の１のⅠの３の(12)の事

業メニューについては以下の各項
目を目標値として設定する。 
・産地や生産者を意識して農林水
産物・食品を選ぶ者の割合 

・農林漁業体験をはじめとする生
産者と消費者との交流に参加し
た者の増加割合又は延べ人数 

・学校給食における地場産物等を
使用する割合 

   
 

行動をしている者の割合 
・環境に配慮した農林水産物・食
品を選ぶ者の割合 

（新設） 
 
別表１の１のⅠの３の(4)の事

業メニューについては産地や生産
者を意識して農林水産物・食品を
選ぶ者の割合及び農林漁業体験を
はじめとする生産者と消費者との
交流に参加した者の増加割合又は
延べ人数を目標値として設定す
る。 
別表１の１のⅠの３の(6)の事

業メニューについては産地や生産
者を意識して農林水産物・食品を
選ぶ者の割合及び学校給食におけ
る地場産物等を使用する割合又は
学校給食における地場産物活用に
向けて検討した品目数を目標値と
して設定する。 
 
 
 
（新設） 
 
（新設） 
 
 
（新設） 
 

   
 

  

２ 食品安全・消費者信頼確保対策整備交付金 

目的及び目標 目標値 左の考え方 
   
Ⅱ 伝染性疾病・病害虫の発生
予防・まん延防止 
１ （略） 
 

 
 
（略） 

 
 
（略） 

（削る。） （削る。） （削る。） 
 
 
 
 
 
 

 

２ 食料安全保障確立対策整備交付金 

目的及び目標 目標値 左の考え方 
   
Ⅱ 伝染性疾病・病害虫の発生
予防・まん延防止 
１ （略） 
 

 
 
（略） 

 
 
（略） 

２ 不妊虫増殖施設の整備 ミバエ類不妊虫の目標生産可
能数の達成率 

不妊虫増殖施設を整備するこ
とにより、重要病害虫であるミ
バエ類の効果的な防除に資する
ため、ミバエ類不妊虫の具体的
な目標生産可能数を定め、確実
にその達成を図る。 
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別記様式第１号－１（第６関係） 
 
 
年度 消費・安全対策交付金（食品安全・消費者信頼確保対策推進交付金）都道府県等事業実施計画書 

 
（略） 

 

別記様式第１号－１（第６関係） 
 
 

年度 消費・安全対策交付金（食料安全保障確立対策推進交付金）都道府県等事業実施計画書 
 

（略） 
 

  

別記様式第１号－２（第６関係） 
 
 

年度 消費・安全対策交付金（食品安全・消費者信頼確保対策整備交付金）都道府県事業実施計画書 
 

（略） 
 

別記様式第１号－２（第６関係） 
 
 

年度 消費・安全対策交付金（食料安全保障確立対策整備交付金）都道府県事業実施計画書 
 

（略） 
 

  

（参考） 
 
前年度（  年度）の交付金の執行状況 

 
事    項 

 
（略） 

 
食品安全・消費者信頼
確保対策推進交付金 
（注１） 
 

 
 

（略） 

 
注１・２（略） 

（参考） 
 
前年度（  年度）の交付金の執行状況 

 
事    項 

 
（略） 

 
食料安全保障確立対策
推進交付金 
（注１） 
 

 
 

（略） 

 
注１・２（略） 

  

別記様式第１号－３（第６関係）「地域での食育の推進（都道府県域を越えた取組、「産地・生産者への理

解向上」の取組又は「地域農業・教育連携モデルの創出」の取組）の場合」 

 

 

○○年度 消費・安全対策交付金（地域での食育の推進（都道府県域を越えた取組、 

「産地・生産者への理解向上」の取組又は「地域農業・教育連携モデルの創出」の取組）） 

事業実施計画書の提出について 

 

（略） 

 

別記様式第１号－３（第６関係）「地域での食育の推進（都道府県域を越えた取組又は「産地・生産者への

理解向上」の取組）の場合」 

 

 

○○年度 消費・安全対策交付金（地域での食育の推進（都道府県域を越えた取組又は 

「産地・生産者への理解向上」の取組））事業実施計画書の提出について 

 

 

（略） 

 

  

 

 

別記様式第１号－４（第６関係）「食品安全・消費者信頼確保対策推進交付金」 別記様式第１号－４（第６関係）「食料安全保障確立対策推進交付金」 
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事業実施主体名 
 

（略） 
 

 

都道府県等名又は都道府県域を越えた取組若しくは「産地・生産者への理解向上」の取組の事業実施主
体名 

（略） 
 

  

留意事項 
                                                                                                                             
１～３ （略） 

 

目  標 事      項 

 
（略） 

 
（略） 

 
地域での食育の推進 

 
①（略） 
②事業内容 
③～⑦（略） 
 

 
４・５ （略） 

 
６ 地域での食育の推進については、地方公共団体を除く事業実施主体の場合は、当該事業実施主体に
ついて、本様式のほか、（参考）経費積算資料、定款、交付対象経費に関する謝金・旅費・賃金の支
払規程、役員名簿、民間団体等の概要、直近３か年の決算書・事業報告書（申請前年度の事業報告書
がない場合は、事業計画書又は経営計画書）及びその他必要書類を添付する。 

なお、前年度交付のあった事業実施主体であって、各種書類について前年度から変更が無い場合は
その書類の提出を省略できるものとする。 

留意事項 
                                                                                                                             
１～３ （略） 

 

目  標 事      項 

 
（略） 

 
（略） 

 
地域での食育の推進 

 
①（略） 
（新設） 
②～⑥（略） 
 

 
４・５ （略） 

 
６ 地域での食育の推進については、地方公共団体を除く事業実施主体の場合は、当該事業実施主体に
ついて、本様式のほか、（参考）経費積算資料、定款、交付対象経費に関する謝金・旅費・賃金の支
払規程、役員名簿、民間団体等の概要及び直近３か年の決算書・事業報告書（申請前年度の事業報告
書がない場合は、事業計画書又は経営計画書）及びその他必要書類を添付する。 

  

（参考） 

経費積算資料                                       事業実施主体名         

◎事業名：地域での食育の推進 

（単位：円） 

 
 

※１・２ （略） 

 

 

 

所要額（交付金要望額（Ａ）＋事業実施主体負担額（Ｂ）） 

（略） 

（Ａ） 
（略） 

経 

費 

内 

容 

事 

業 

メ 

ニ 

ュ 

｜ 

（略） 交付

金要

望額

小計 

（A） 

  

（参考） 

経費積算資料                                       事業実施主体名         

◎事業名：地域での食育の推進 

（単位：円） 

 
 

※１・２ （略） 

 

 

 

所要額（交付金要望額（Ａ）＋事業実施主体負担額（Ｂ）） 

（略） 

（Ａ） 
（略） 

 

経 

費 

内 

容 

（略）  
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別記様式第１号－５（第６関係）「食品安全・消費者信頼確保対策整備交付金」 
 

（略） 
 

別記様式第１号－５（第６関係）「食料安全保障確立対策整備交付金」 
 

（略） 
 

  

別記様式第１号－６（第６関係） 
 
１ （略） 

留意事項 
１・２ （略） 
３ 前年度までに事業実施主体となったことがある団体であって「事業実施主体名（特認団体名）」、
「代表者名」、「所在地」及び「目標」に変更がない場合は本様式の提出を省略できるものとする。 

 
 
２ （略） 

別記様式第１号－６（第６関係） 
 
１ （略） 

留意事項 
１・２ （略） 
３ 前年度に提出した団体は省略できるものとする。 

 
 
 
２ （略） 

  

別記様式第２号－１（第７関係） 
 
 

○○年度 消費・安全対策交付金交付申請書 
 

（略） 
 

区          分 交付金額 備   考 

 
Ⅰ 食品安全・消費者信頼確保対策推進交付金 
 
Ⅱ 食品安全・消費者信頼確保対策整備交付金 
 

  

合        計   

 
記 

 
Ⅰ （略） 
 
Ⅱ 交付金の内容及び計画 
（注）１・２ （略） 

３ 環境負荷低減の取組については、関係書類として別添（「みどりチェック」チェックシート）
を添付すること。 

 

別記様式第２号－１（第７関係） 
 
 

○○年度 消費・安全対策交付金交付申請書 
 

（略） 
 

区          分 交付金額 備   考 

 
Ⅰ 食料安全保障確立対策推進交付金 
 
Ⅱ 食料安全保障確立対策整備交付金 
 

  

合        計   

 
記 

 
Ⅰ （略） 
 
Ⅱ 交付金の内容及び計画 
（注）１・２ （略） 

３ 環境負荷低減の取組については、関係書類として別添（クロスコンプライアンスチェックシー
ト）を添付すること。 

 
Ⅲ 経費の配分 

区 分 （略） 

 

Ⅲ 経費の配分 

区 分 （略） 
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１ 食品安全・消費
者信頼確保対策推
進交付金 

 
 
 
 
２ 食品安全・消費
者信頼確保対策整
備交付金 

 

 
（注）１・２ （略） 
 
 
Ⅳ・Ⅴ （略） 

 
 
１ 食料安全保障確
立対策推進交付金 

 
 
 
 
 
２ 食料安全保障確
立対策整備交付金 

 
 

 
（注）１・２ （略） 
 
 
Ⅳ・Ⅴ （略） 

  

（別添） 

 
 

「みどりチェック」チェックシート 
 

 

申請時 
（します） 

 
（１）適正

な施
肥 

報告時 
（しました） 

  
申請時 

（します） 

（４）廃棄
物の
発生
抑
制、
適正
な循
環的
な利
用及
び適
正な
処分 

報告時 
（しました） 

① □ ※農産物等
の調達を行
う場合（該
当しない
□） 

□  ⑤ □ 
プラ等廃棄
物の削減に
努め、適正
に処理 

□ 

  環境負荷低
減に配慮し
た農産物等
の調達を検
討 

  ⑥ □ 

資源の再利
用を検討 

□ 

         
 

申請時 
（します） 

 
報告時 

（しました） 
  

申請時 
（します） 

（５）生物
多様
性へ

報告時 
（しました） 

（別添） 

 
 

環境負荷低減のクロスコンプライアンスチェックシート 
 

 

申請時 
（します） 

 
（１）適正

な施
肥 

報告時 
（しました） 

  
申請時 

（します） 

（４）廃棄
物の
発生
抑
制、
適正
な循
環的
な利
用及
び適
正な
処分 

報告時 
（しました） 

① □ ※農産物等
の調達を行
う場合（該
当しない
□） 

□  ⑥ □ 
プラ等廃棄
物の削減に
努め、適正
に処理 

□ 

  環境負荷低
減に配慮し
た農産物等
の調達を検
討 

  ⑦ □ 

資源の再利
用を検討 

□ 

         
 

申請時 
（します） 

 
報告時 

（しました） 
  

申請時 
（します） 

（５）生物
多様
性へ

報告時 
（しました） 
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（２）適正
な防
除 

の悪
影響
の防
止 

② □ ※農産物等
の調達を行
う場合（該
当しない
□） 
環境負荷低
減に配慮し
た農産物等
の調達を検
討（再掲） 

□  ⑦ □ ※生物多様
性への影響
が想定され
る工事等を
実施する場
合（該当し
ない□） 
生物多様性
に配慮した
事業実施に
努める 

□ 

   
 
 
 
 
 

  ⑧ □ ※特定事業
場である場
合（該当 

□ 

 

申請時 
（します） 

（３）エネ
ルギーの節

減 

報告時 
（しました） 

   しない□）  

    排水処理に
係る水質汚
濁防止法 

 

（ 
削 
る 
。） 

（削る。） （削る。） 
 
 
 
 
 
 

（削る。）    の遵守  

       

    

申請時 
（します） 

（６）環境
関係法令の
遵守等 

報告時 
（しました） 

③ □ 省エネを意
識し、不必
要・非効率
なエネルギ
ー消費をし
ないこと
（照明、空
調、ウォー
ムビズ・ク
ールビズ、
燃費効率の
よい機械の
利用等）を
検討 

□   

     

    ⑨ □ みどりの食
料システム
戦略の理解 

□ 

    ⑩ □ 関係法令の
遵守 

□ 

④ □ 環境負荷低
減に配慮し
た商品、原
料等の調達
を検討 

□  ⑪ □ 環境配慮の
取組方針の
策定や研修
の実施に努
める 

□ 

（２）適正
な防
除 

の悪
影響
の防
止 

② □ ※農産物等
の調達を行
う場合（該
当しない
□） 
環境負荷低
減に配慮し
た農産物等
の調達を検
討（再掲） 

□  ⑧ □ ※生物多様
性への影響
が想定され
る工事等を
実施する場
合（該当し
ない□） 
生物多様性
に配慮した
事業実施に
努める 

□ 

  
 
 
 
 
 

   ⑨ □ ※特定事業
場である場
合（該当 

□ 

 

申請時 
（します） 

（３）エネ
ルギーの節

減 

報告時 
（しました） 

   しない□）  

    排水処理に
係る水質汚
濁防止法 

 

③ □ オフィスや
車両・機械
等の電気・
燃料の使用
状況の記
録・保存に
努める 

□    の遵守  

        

     

申請時 
（します） 

（６）環境
関係法令の
遵守等 

報告時 
（しました） 

④ □ 省エネを意
識し、不必
要・非効率
なエネルギ
ー消費をし
ないこと
（照明、空
調、ウォー
ムビズ・ク
ールビズ、
燃費効率の
よい機械の
利用等）を
検討 

□   

     

    ⑩ □ みどりの食
料システム
戦略の理解 

□ 

    ⑪ □ 関係法令の
遵守 

□ 

⑤ □ 環境負荷低
減に配慮し
た商品、原
料等の調達
を検討 

□  ⑫ □ 環境配慮の
取組方針の
策定や研修
の実施に努
める 

□ 
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   （ 
削 
る 
。 
） 

（削る。） （削る。） 
 
 
 
 

（削る。） 

       

       
 
 
 

 

     ⑫ □ 正しい知識
に基づく作
業安全に努
める 

□ 

        
 
（注）１・２ （略） 

  
 

   ⑬ □ ※機械等を
扱う事業者
である場合
（該当しな
い□） 

□ 

        

       機械等の適
切な整備と
管理に努め
る 

 

     ⑭ □ 正しい知識
に基づく作
業安全に努
める 

□ 

        
 
（注）１・２ （略） 

  

別記様式第２号－２（第７関係） 
 
 

○○年度 消費・安全対策交付金（地域での食育の推進（都道府県域を越えた取組、 
「産地・生産者への理解向上」の取組又は「地域農業・教育連携モデルの創出」の取組)） 

交付申請書 
 

（略） 
 

区          分 交付金額 備   考 

 
Ⅰ 食品安全・消費者信頼確保対策推進交付金 
 
 
 

  

合        計   

 
記 

 
Ⅰ （略） 
 
Ⅱ 交付金の内容及び計画 
（注）１・２ （略） 

３ 環境負荷低減の取組については、関係書類として別添（「みどりチェック」チェックシート）
を添付すること。 

 

別記様式第２号－２（第７関係） 
 
 

○○年度 消費・安全対策交付金（地域での食育の推進（都道府県域を越えた取組 
又は「産地・生産者への理解向上」の取組)）交付申請書 

 
 

（略） 
 

区          分 交付金額 備   考 

 
Ⅰ 食料安全保障確立対策推進交付金 
 
 
 

  

合        計   

 
記 

 
Ⅰ （略） 
 
Ⅱ 交付金の内容及び計画 
（注）１・２ （略） 

３ 環境負荷低減の取組については、関係書類として別添（クロスコンプライアンスチェックシー
ト）を添付すること。 

 
Ⅲ 経費の配分 

区 分 （略） 

 
 

 
 
１ 食品安全・消費
者信頼確保対策推
進交付金 

Ⅲ 経費の配分 

区 分 （略） 

 
 

 
 
１ 食料安全保障確
立対策推進交付金 
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（注）１・２ （略） 
 
 
Ⅳ・Ⅴ （略） 

 

 
（注）１・２ （略） 
 
 
Ⅳ・Ⅴ （略） 

  

 

（別添） 

＜都道府県域を越えた取組、「産地・生産者への理解向上」の取組又は「地域農業・教育連携モデルの創
出」の取組＞ 
 

「みどりチェック」チェックシート 
 

 申請時 
（します） 

（１）エネルギーの節減 報告時 
（しました） 

（ 

削 

る 

。 

） 

（削る。） （削る。） 

 

（削る。） 

① □ 省エネを意識し、不必要・非効率なエネルギー消費をしないこ
と（照明、空調、ウォームビズ・クールビズ、燃費効率のよい
機械の利用等）を検討 

□ 

② □ 環境負荷低減に配慮した商品、原料等の調達を検討 □ 

    

 申請時 
（します） 

（２）廃棄物の発生抑制、適正な循環的な利用及び適正な処分 報告時 
（しました） 

③ □ プラ等廃棄物の削減に努め、適正に処理 □ 

④ □ 資源の再利用を検討 □ 

    

 申請時 
（します） 

（３）環境関係法令の遵守等 報告時 
（しました） 

⑤ □ みどりの食料システム戦略の理解 □ 

⑥ □ 関係法令の遵守 □ 

⑦ □ 環境配慮の取組方針の策定や研修の実施に努める □ 

⑧ □ 正しい知識に基づく作業安全に努める □ 

 
（注） （略） 
 

 

 

（別添） 

＜都道府県域を越えた取組又は「産地・生産者への理解向上」の取組＞ 
 
 

環境負荷低減のクロスコンプライアンスチェックシート 
 

 申請時 
（します） 

（１）エネルギーの節減 報告時 
（しました） 

① □ オフィスや車両・機械等の電気・燃料の使用状況の記録・保存

に努める 

 

 

 

□ 

② □ 省エネを意識し、不必要・非効率なエネルギー消費をしないこ
と（照明、空調、ウォームビズ・クールビズ、燃費効率のよい
機械の利用等）を検討 

□ 

③ □ 環境負荷低減に配慮した商品、原料等の調達を検討 □ 

    

 申請時 
（します） 

（２）廃棄物の発生抑制、適正な循環的な利用及び適正な処分 報告時 
（しました） 

④ □ プラ等廃棄物の削減に努め、適正に処理 □ 

⑤ □ 資源の再利用を検討 □ 

    

 申請時 
（します） 

（３）環境関係法令の遵守等 報告時 
（しました） 

⑥ □ みどりの食料システム戦略の理解 □ 

⑦ □ 関係法令の遵守 □ 

⑧ □ 環境配慮の取組方針の策定や研修の実施に努める □ 

⑨ □ 正しい知識に基づく作業安全に努める □ 

 
（注） （略） 
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別記様式第４号（第14関係）「地域での食育の推進（都道府県域を越えた取組、「産地・生産者への理解向
上」の取組又は「地域農業・教育連携モデルの創出」の取組）の場合 
 
 

〇〇年度 消費・安全対策交付金（地域での食育の推進（都道府県域を越えた取組、 
「産地・生産者への理解向上」の取組又は「地域農業・教育連携モデルの創出」の取組）） 

事業変更（中止又は廃止）承認申請書 
 

（略） 
 

別記様式第４号（第14関係）「地域での食育の推進（都道府県域を越えた取組又は「産地・生産者への理解
向上」の取組）の場合 
 
 

〇〇年度 消費・安全対策交付金（地域での食育の推進（都道府県域を越えた取組又は 
「産地・生産者への理解向上」の取組））事業変更（中止又は廃止）承認申請書 

 
 

（略） 
 

  

別記様式第５号（第16関係）「都道府県等の場合」 
 
 

○○年度 消費・安全対策交付金事業遅延届出書 
 
 

（略） 
 

記 
 
１ （略） 
 
２ 事業の遂行状況 

区 分 （略） 

  
１食品安全・消
費者信頼確保
対策推進交付
金 

 
２食品安全・消
費者信頼確保
対策整備交付
金 

 
（注）１・２ （略） 

 

別記様式第５号（第16関係）「都道府県等の場合」 
 
 

○○年度 消費・安全対策交付金事業遅延届出書 
 

 
（略） 

 
記 

 
１ （略） 
 
２ 事業の遂行状況 

区 分 （略） 

 
１食料安全保障
確立対策推進
交付金 

 
２食料安全保障
確立対策整備
交付金 

 

 
（注）１・２ （略） 

 

  

別記様式第５号（第16関係）「地域での食育の推進（都道府県域を越えた取組、「産地・生産者への理解向
上」の取組又は「地域農業・教育連携モデルの創出」の取組）の場合」 
 
 

〇〇年度消費・安全対策交付金（地域での食育の推進（都道府県域を越えた取組、 
「産地・生産者への理解向上」の取組又は「地域農業・教育連携モデルの創出」の取組）） 

事業遅延届出書 
 
 

（略） 
 

別記様式第５号（第16関係）「地域での食育の推進（都道府県域を越えた取組又は「産地・生産者への理解
向上」の取組）の場合」 
 
 

〇〇年度消費・安全対策交付金（地域での食育の推進（都道府県域を越えた取組又は 
「産地・生産者への理解向上」の取組））事業遅延届出書 

 
 

（略） 
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記 
 
１ （略） 
 
２ 事業の遂行状況 

区 分 （略） 

 
１食品安全・消
費者信頼確保
対策推進交付
金 

 
（注）１・２ （略） 

記 
 
１ （略） 
 
２ 事業の遂行状況 

区 分 （略） 

 
１食料安全保障
確立対策推進
交付金 

 
 
（注）１・２ （略） 

  

別記様式第６号（第17関係）「都道府県等の場合」 
 
 

○○年度消費・安全対策交付金事業遂行状況報告書 
 
 

（略） 
 

記 
 

○○年11月30日 現在 

区 分 （略） 

  
１食品安全・消費
者信頼確保対策
推進交付金 

 
 
２食品安全・消費
者信頼確保対策
整備交付金 

 

（注）１・２ （略） 

別記様式第６号（第17関係）「都道府県等の場合」 
 
 

○○年度消費・安全対策交付金事業遂行状況報告書 
 
 

（略） 
 

記 
 

○○年11月30日 現在 

区 分 （略） 

  
１食料安全保障確
立対策推進交付
金 

 
 
２食料安全保障確
立対策整備交付
金 

 

（注）１・２ （略） 

  

  

別記様式第６号（第17関係）「地域での食育の推進（都道府県域を越えた取組、「産地・生産者への理解向
上」の取組又は「地域農業・教育連携モデルの創出」の取組）の場合」 
 
 

〇〇年度消費・安全対策交付金（地域での食育の推進（都道府県域を越えた取組、 
「産地・生産者への理解向上」の取組又は「地域農業・教育連携モデルの創出」の取組）） 

事業遂行状況報告書 
 
 

（略） 
 

記 
 

別記様式第６号（第17関係）「地域での食育の推進（都道府県域を越えた取組又は「産地・生産者への理解
向上」の取組）の場合」 
 
 

〇〇年度消費・安全対策交付金（地域での食育の推進（都道府県域を越えた取組又は 
「産地・生産者への理解向上」の取組））事業遂行状況報告書 

 
 

（略） 
 
 

記 
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○○年11月30日 現在 

区 分 （略） 

 

１食品安全・消費

者信頼確保対策

推進交付金 

 

（注）１～３ （略） 

○○年11月30日 現在 

区 分 （略） 

 

１食料安全保障確

立対策推進交付

金 

 

（注）１～３ （略） 

  

別記様式第７号（第18関係）「都道府県等の場合」 
 
 

○○年度消費・安全対策交付金の概算払請求書 
 

（略） 
 
○○年○○月○○日付け○○第○○○号により交付金の交付決定の通知があった事業について、 

金○○〇円を概算払によって交付されたく請求する。 
また、併せて消費・安全対策交付金交付等要綱第17第１項の規定に基づき、○年○月○日現在における

遂行状況を下記のとおり報告する。 
 

記 
○○年○○月○○日 

区  分 （略） 

１食品安全・消費者

信頼確保対策推進

交付金 

２食品安全・消費者

信頼確保対策整備

交付金 

 

（注）１～４ （略） 

別記様式第７号（第18関係）「都道府県等の場合」 
 
 

○○年度消費・安全対策交付金の概算払請求書 
 

（略） 
 
○○年○○月○○日付け○○第○○○号により交付金の交付決定の通知があった事業について、 

金○○〇円を概算払によって交付されたく請求する。 
また、併せて消費・安全対策交付金交付等要綱第17第１項の規定に基づき、○年○月○日現在における

遂行状況を下記のとおり報告する。 
 

記 
○○年○○月○○日 

区  分 （略） 

１食料安全保障確立

対策推進交付金 

２食料安全保障確立

対策整備交付金 

 

 

（注）１～４ （略） 

  

別記様式第７号（第18関係）「地域での食育の推進（都道府県域を越えた取組、「産地・生産者への理解向
上」の取組又は「地域農業・教育連携モデルの創出」の取組）の場合」 
 
 

〇〇年度 消費・安全対策交付金（地域での食育の推進（都道府県域を越えた取組、 
「産地・生産者への理解向上」の取組又は「地域農業・教育連携モデルの創出」の取組）） 

の概算払請求書 
 

（略） 
 
○○年○○月○○日付け○○第○○○号により交付金の交付決定の通知があった事業について、 

金○○〇円を概算払によって交付されたく請求する。 
また、併せて消費・安全対策交付金交付等要綱第17第１項の規定に基づき、○年○月○日現在における

遂行状況を下記のとおり報告する。 
 

記 
 

別記様式第７号（第18関係）「地域での食育の推進（都道府県域を越えた取組又は「産地・生産者への理解
向上」の取組）の場合」 
 
 

〇〇年度 消費・安全対策交付金（地域での食育の推進（都道府県域を越えた取組又は 
「産地・生産者への理解向上」の取組））の概算払請求書 

 
 

（略） 
 
○○年○○月○○日付け○○第○○○号により交付金の交付決定の通知があった事業について、 

金○○〇円を概算払によって交付されたく請求する。 
また、併せて消費・安全対策交付金交付等要綱第17第１項の規定に基づき、○年○月○日現在における

遂行状況を下記のとおり報告する。 
 

記 
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○○年○○月○○日 
区  分 （略） 

１食品安全・消費者

信頼確保対策推進

交付金 

（注）１～５ （略） 

○○年○○月○○日 
区  分 （略） 

 

    
１食料安全保障確立

対策推進交付金 

（注）１～５ （略） 

  

別記様式第８号（第19第１項関係）「都道府県等の場合」 
 
 

○○年度 消費・安全対策交付金事業実績報告書 
 
 

（略） 
 
○○年○○月○○日付け○○第○○○号により交付金の交付決定の通知があった事業について、下記の

とおり実施したので、消費・安全対策交付金交付等要綱第19第１項の規定により、その実績を報告する。
（なお、併せて未受領額○○○円の交付を請求する。） 
 

記 
 
（注）１～５ （略） 

６ 環境負荷低減の取組については、関係書類として別記様式第２号―１別添（「みどりチェッ
ク」チェックシート）を添付すること。 

７ （略） 

別記様式第８号（第19第１項関係）「都道府県等の場合」 
 
 

○○年度 消費・安全対策交付金事業実績報告書 
 
 

（略） 
 
○○年○○月○○日付け○○第○○○号により交付金の交付決定の通知があった事業について、下記の

とおり実施したので、消費・安全対策交付金交付等要綱第19第１項の規定により、その実績を報告する。
（なお、併せて未受領額○○○円の交付を申請する。） 
 

記 
 
（注）１～５ （略） 

６ 環境負荷低減の取組については、関係書類として別記様式第２号―１別添（クロスコンプライ
アンスチェックシート）を添付すること。 

７ （略） 

  

  

別記様式第８号（第19第１項関係）「地域での食育の推進（都道府県域を越えた取組、「産地・生産者への
理解向上」の取組又は「地域農業・教育連携モデルの創出」の取組）の場合」 
 
 

〇〇年度消費・安全対策交付金（地域での食育の推進（都道府県域を越えた取組、 
「産地・生産者への理解向上」の取組又は「地域農業・教育連携モデルの創出」の取組）） 

事業実績報告書 
 
 

（略） 
 
○○年○○月○○日付け○○第○○○号により交付金の交付決定の通知があった事業について、下記の

とおり実施したので、消費・安全対策交付金交付等要綱第19第１項の規定により、その実績を報告する。
（なお、併せて未受領額○○○円の交付を請求する。） 
 

記 
 
１～６ （略） 

別記様式第８号（第19第１項関係）「地域での食育の推進（都道府県域を越えた取組又は「産地・生産者へ
の理解向上」の取組）の場合」 
 
 

〇〇年度消費・安全対策交付金（地域での食育の推進（都道府県域を越えた取組又は 
「産地・生産者への理解向上」の取組））事業実績報告書 

 
 

（略） 
 
 
○○年○○月○○日付け○○第○○○号により交付金の交付決定の通知があった事業について、下記の

とおり実施したので、消費・安全対策交付金交付等要綱第19第１項の規定により、その実績を報告する。
（なお、併せて未受領額○○○円の交付を申請する。） 
 

記 
 
１～６ （略） 

 
（注）１～５ （略） 

 
（注）１～５ （略） 
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６ 環境負荷低減の取組については、関係書類として別記様式第２号―２別添（「みどりチェッ
ク」チェックシート）を添付すること。ただし、実績報告書提出前に提出した場合は添付を省略
することができる。 

７ （略） 

６ 環境負荷低減の取組については、関係書類として別記様式第２号―２別添（クロスコンプライ
アンスチェックシート）を添付すること。ただし、実績報告書提出前に提出した場合は添付を省
略することができる。 

７ （略） 

  

別記様式第９号（第19第２項関係）「都道府県等の場合」 
 
 

○○年度 消費・安全対策交付金年度終了実績報告書 
 
 

（略） 
 
交付事業の実施状況 

区    分 （略） 
  

１食品安全・消費者信頼
確保対策推進交付金 

 
翌年度繰越分 

 
年度内完了分 

 
 
２食品安全・消費者信頼
確保対策整備交付金 

 
翌年度繰越分 

 
年度内完了分 

 

（注）１～３ （略） 

別記様式第９号（第19第２項関係）「都道府県等の場合」 
 
 

○○年度 消費・安全対策交付金年度終了実績報告書 
 

 
（略） 

 
交付事業の実施状況 

区    分 （略） 
  

１食料安全保障確立対策
推進交付金 

 
翌年度繰越分 

 
年度内完了分 

 
 
２食料安全保障確立対策
整備交付金 

 
翌年度繰越分 

 
年度内完了分 

 

（注）１～３ （略） 

  

別記様式第９号（第19第２項関係）「地域での食育の推進（都道府県域を越えた取組、「産地・生産者への
理解向上」の取組又は「地域農業・教育連携モデルの創出」の取組）の場合」 
 

〇〇年度 消費・安全対策交付金（地域での食育の推進（都道府県域を越えた取組、 

「産地・生産者への理解向上」の取組又は「地域農業・教育連携モデルの創出」の取組）） 
年度終了実績報告書 

 
（略） 

 
記 

交付事業の実施状況 

区    分 （略） 

  
１食品安全・消費者信頼
確保確立対策推進交付
金 

 
翌年度繰越分 
 
年度内完了分 

 

 
（注）１～５ （略） 

別記様式第９号（第19第２項関係）「地域での食育の推進（都道府県域を越えた取組又は「産地・生産者へ
の理解向上」の取組）の場合」 
 

〇〇年度 消費・安全対策交付金（地域での食育の推進（都道府県域を越えた取組又は 

「産地・生産者への理解向上」の取組））年度終了実績報告書 
 

（略） 
 

 
記 

交付事業の実施状況 

区    分 （略） 

  
１食料安全保障確立対策
推進交付金 

 
 
翌年度繰越分 
 
年度内完了分 

 

 
（注）１～５ （略） 
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別記様式第10号（第19第４項関係）「地域での食育の推進（都道府県域を越えた取組、「産地・生産者への
理解向上」の取組又は「地域農業・教育連携モデルの創出」の取組）の場合」 
 

〇〇年度 消費・安全対策交付金（地域での食育の推進（都道府県域を越えた取組、 
「産地・生産者への理解向上」の取組又は「地域農業・教育連携モデルの創出」の取組）） 

消費税仕入控除税額報告書 
 

（略） 
 

別記様式第10号（第19第４項関係）「地域での食育の推進（都道府県域を越えた取組）の場合」 
 
 

〇〇年度 消費・安全対策交付金（地域での食育の推進（都道府県域を越えた取組又は 
「産地・生産者への理解向上」の取組））消費税仕入控除税額報告書 

 
 

（略） 
 

  

別記様式第11号（第27関係） 

 

財     産     管     理     台     帳 

 

 

交付事業者名 

 

（略） 

 

別記様式第11号（第27関係） 

 

財     産     管     理     台     帳 

 

 

都道府県等名又は都道府県域を越えた取組若しくは「産地・生産者への理解向上」の取組の事業実施主体名 

 

（略） 

 

  

別記様式第12号（第28関係） 

 

年度 

 

農林水産省所管 

 

消 費 ・ 安 全 対 策 交 付 金 調 書 

 

 

 

国 

 

交付事業者名 

 

 

 

 

備 考 

 

歳   入 

 

歳   出 

 

（注）１～５ （略） 

別記様式第12号（第28関係） 

 

年度 

 

農林水産省所管 

 

消 費 ・ 安 全 対 策 交 付 金 調 書 

 

 

 

国 

 

 

都道府県等名又は都道府県域を超えた取組若しくは「産地・生産者への理解向上」の取組

の事業実施主体名 

 

 

 

 

備 考 

 

歳   入 

 

歳   出 

 

（注）１～５ （略） 

  

別記様式第13号－１（第30第１項関係） 
 
消費・安全対策交付金（食品安全・消費者信頼確保対策推進交付金）の成果及び評価報告書（  年度） 
 

（略） 
 

別記様式第13号－１（第30第１項関係） 
 

消費・安全対策交付金（食料安全保障確立対策推進交付金）の成果及び評価報告書（  年度） 
 

（略） 

別記様式第13号－２（第30第１項関係）  
 
消費・安全対策交付金（食品安全・消費者信頼確保対策推進交付金）の成果及び評価報告書（  年度） 
 
 

事業実施主体名：         （所在地：  県  市） 

別記様式第13号－２（第30第１項関係）  
 

消費・安全対策交付金（食料安全保障確立対策推進交付金）の成果及び評価報告書（  年度） 
 
 

事業実施主体名：         （所在地：  県  市） 
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（略） 目標値及び実績 事 業 実 績 

備 考 

目標値 実 績 達成度 評 価 
所要額実績 

（円） 
交付金相当額 

（円） 

       

    

事業メニュー内の

評価 

  

       

    

事業メニュー内の

評価 

  

留意事項 
１・２ （略） 

（略） 目標値及び実績 事 業 実 績 

備 考 

目標値 実 績 達成度 評 価 
所要額実績 

（円） 
交付金相当額 

（円） 

       

       

 
 

      

       

       

 
 

      

留意事項 
１・２ （略） 

  

別記様式第13号－３（第30第１項関係） 
 
消費・安全対策交付金（食品安全・消費者信頼確保対策整備交付金）の成果及び評価報告書（  年度） 
 

（略） 
 

別記様式第13号－３（第30第１項関係） 
 

消費・安全対策交付金（食料安全保障確立対策整備交付金）の成果及び評価報告書（  年度） 
 

（略） 
 

  

 別記様式第13号－４（第30第１項関係） 

目標 
事業実施期間   年度 事業実施主体名 

 
 

（略） 
                                                                                                                                                                                                       （略） 

交付事業者による評価の概要                                     
                                
 
 
                                     
                                                                       
 
                                     
 

（略） 
 

別記様式第13号－４（第30第１項関係） 

目標 
事業実施期間   年度 都道府県等名又は都道府県域を越えた取組若し

くは「産地・生産者への理解向上」の取組の事
業実施主体名 

（略） 
（略）                                                                                                                                                                              

都道府県等又は都道府県域を越えた取組若しくは「産地・生産者への理解向上」の取組の事業実施主
体による評価の概要                                     
                                     
                                     
                                     
                                     
                                

（略） 
 

  

  

留意事項 
 
１・２ （略） 
３ 事業内容及び実績額について 
（１）～（３） （略） 

留意事項 
 
１・２ （略） 
３ 事業内容及び実績額について 
（１）～（３） （略） 

（新設） 

（新設） 
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（４）「事業の成果」の欄は、当該年度に実施した内容及びその結果得られた成果を記入する。その際、
次表の左の欄の目標ごとに実施した事業内容に係る右欄の内容を必ず含めるものとする。 

 

目  標 内     容 

（略） （略） 

農薬の適正使用等

の総合的な推進 

ア 講習会及び研修会の実施状況（ウ及びナを除く） 

・実施回数、参加人数（農家、販売者等の内訳）等 

イ～ヌ （略） 

（略） （略） 

病害虫の防除の推

進 

ア～ウ （略） 

エ 別表１の１のⅠの２の(3)の(1)の事業メニューについて、防除体系における取り

組んだ検定手法や防除体系等における防除に関する管理手法の現状からの向上に関

する指数又は講習会、検討会の開催回数 

 

オ 別表１の１のⅠの２の(3)の(2)の①の事業メニューについて、総合防除実践指標

のうち作成・見直しを行う実践ポイントの全実践ポイントに対する向上に関する指

数 

カ 別表１の１のⅠの２の(3)の(3)の事業メニューについて、地域一体となった効果

的・効率的な新たな防除体制の構築による地域の防除体制の現状からの向上に関す

る指数並びに産地協議会に参入している各団体の組織名及びその役割 

キ～コ （略）  

サ 別表１の１のⅠの２の(3)の(1)、別表１の１のⅠの２の(3)の(2)の①及び別表１

の１のⅠの２の(3)の(3)の事業メニューについて、ほ場ごとの防除（作付前に取り

組んだ防除対策を含む。）及び栽培管理の実施状況並びに作付、前期作及び今期作の

病害虫の発生状況、気象等のほ場条件を踏まえた従来の防除対策では防除が困難な

作物の防除体系等の効果の検証結果の概要（作物ごと） 

 

シ 別表１の１のⅠの２の(3)の(2)の②の事業メニューについて、指導者等向け研

修・講習等の実施状況（開催時期、開催形式、参集範囲、参加者（人数及び内

訳）、内容（技術内容、演習内容）、今後の課題等） 

 

 

注）（略） 

 

（略） （略） 

地域での食育の推

進 

１ 事業計画で設定した目標値について、該当する以下の数値を記載すること。 

ア・イ （略） 

ウ 食育の推進に関わるボランティアの数（うち食育に関する民間資格を有する者

の数を含む） 

エ～ケ （略） 

コ 食品の安全性についての知識を持ち、自ら判断する者の割合 

２ （略） 

 

 
また、目標値の達成度が極端に低い（概ね５割程度以下）の場合には、その理由も明確に記入する。 

 
４～６ （略） 
 

（４）「事業の成果」の欄は、当該年度に実施した内容及びその結果得られた成果を記入する。その際、次
表の左の欄の目標ごとに実施した事業内容に係る右欄の内容を必ず含めるものとする。 

 

目  標 内     容 

（略） （略） 

農薬の適正使用等

の総合的な推進 

ア 講習会及び研修会の実施状況（ウ及びツを除く） 

・実施回数、参加人数（農家、販売者等の内訳）等 

イ～ヌ （略） 

（略） （略） 

病害虫の防除の推

進 

ア～ウ （略） 

エ 別表１の１のⅠの２の(3)の(1)の事業メニュー及び、別表１の１のⅠの２の(3)の

(2)の事業メニューのうち地域の実情に応じた総合防除体系の確立に向けた防除体系

の実証について、防除体系における取り組んだ検定手法や防除体系等における防除

に関する管理手法の現状からの向上に関する指数又は講習会、検討会の開催回数 

オ 別表１の１のⅠの２の(3)の(2)の事業メニューのうち総合防除の実践を図るため

の指標の策定・見直しについて、策定・見直しを行う指標の管理項目の全管理項目

に対する向上に関する指数 

（新設） 

 

 

カ～ケ （略）  

コ 別表１の１のⅠの２の(3)の(1)の事業メニュー及び、別表１の１のⅠの２の(3)の

(2)の事業メニューのうち地域の実情に応じた総合防除体系の確立に向けた防除体系

の実証及び総合防除の実践を図るための指標の策定・見直しについて、ほ場ごとの

防除（作付前に取り組んだ防除対策を含む。）及び栽培管理の実施状況並びに作付、

前期作及び今期作の病害虫の発生状況、気象等のほ場条件を踏まえた従来の防除対

策では防除が困難な作物の防除体系等の効果の検証結果の概要（作物ごと） 

サ 別表１の１のⅠの２の(3)の(2)の事業メニューのうち総合防除の普及のための指

導者の育成については、指導者等向け研修・講習等の実施状況（開催時期、開催形

式、参集範囲、参加者（人数及び内訳）、内容（技術内容、演習内容）、今後の課題

等） 

 

注）（略） 

 

（略） （略） 

地域での食育の推

進 

１ 事業計画で設定した目標値について、該当する以下の数値を記載すること。 

ア・イ （略） 

ウ 食育の推進に関わるボランティアの数 

 

エ～ケ （略） 

（新設） 

２ （略） 

 

 
また、目標値の達成度が極端に低い（概ね５割程度以下）の場合には、その理由も明確に記入する。 

 
４～６ （略） 
 

  

別記様式第13号－５（第30第１項関係） 

 
別記様式第13号－５（第30第１項関係） 
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（略） （略） 

  

留意事項 
 
１・２ （略） 
 
３ 事業内容及び実績額について 
（１）～（３）（略） 
（４）「事業の成果」の欄は、当該年度に実施した内容及びその結果得られた成果を記入する。その際、

次表の事業内容に係る右欄の内容を必ず含めるものとする。 
 

目   標 内    容 

家畜衛生の推進 
 

施設の活用によるバイオセキュリティの向上率 

（削る。） 
 

（削る。） 

 
また、目標値の達成度が極端に低い（概ね５割程度以下）の場合には、その理由も明確に記入す
る。 

 
４～６ （略） 

留意事項 
 
１・２ （略） 
 
３ 事業内容及び実績額について 
（１）～（３）（略） 
（４）「事業の成果」の欄は、当該年度に実施した内容及びその結果得られた成果を記入する。その際、次

表の事業内容に係る右欄の内容を必ず含めるものとする。 
 

目   標 内    容 

家畜衛生の推進 
 

施設の活用によるバイオセキュリティの向上率 

不妊虫増殖施設の整備 
 

ミバエ類不妊虫の目標生産可能数の達成率 

 
また、目標値の達成度が極端に低い（概ね５割程度以下）の場合には、その理由も明確に記入する。 

 
４～６ （略） 

  

別記様式第14号－１（第30第４項関係） 
 
年度 消費・安全対策交付金（食品安全・消費者信頼確保対策推進交付金）都道府県等成果及び評価報告

書  （ 年 月作成） 
 

（略） 
 

別記様式第14号－１（第30第４項関係） 
 

年度 消費・安全対策交付金（食料安全保障確立対策推進交付金）都道府県等成果及び評価報告書  
（ 年 月作成） 

 
（略） 

 

  
別記様式第14号－２（第30第４項関係） 
 
 
年度 消費・安全対策交付金（食品安全・消費者信頼確保対策推進交付金）都道府県等成果及び評価報告

書  （ 年 月作成） 
 
 
都道府県等 

区  分 目標値及び実績 事 業 実 績 

備考 （略） 
事業メニ

ュー 
目標値 実績 達成度 評価 

所要額 

実績 

（円） 

交付金 

相当額 

（円） 
        

    
事業メニュー内の評価   

        

    

事業メニュー内の評価   

事業実施主体 計・評価      
        

別記様式第14号－２（第30第４項関係） 
 
 

年度 消費・安全対策交付金（食料安全保障確立対策推進交付金）都道府県等成果及び評価報告書  
（ 年 月作成） 

 
 
都道府県等名 

区  分 目標値及び実績 事 業 実 績 

備考 （略） 
事業メニ

ュー 
目標値 実績 達成度 評価 

所要額 

実績 

（円） 

交付金 

相当額 

（円） 
        

       

       
        

       

       

事業実施主体 計・評価      
        

（新設） 

（新設） 
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事業メニュー内の評価   

        
    

事業メニュー内の評価   
事業実施主体 計・評価      

総  計・達成度 
  

 
 

 
留意事項 
１・２ （略） 

       

       

        
       

       
事業実施主体 計・評価      

総  計・達成度 
  

 
 

 
留意事項 
１・２ （略） 

  

別記様式第14号－３（第30第４項関係）  
 
 
年度 消費・安全対策交付金（食品安全・消費者信頼確保対策整備交付金）都道府県等成果及び評価報告

書  （ 年 月作成） 
 
 
  都道府県等名： 

 
目 的 

 
目 標 

（事業実施期間） 

（略） 

Ⅱ伝染性疾病・
病害虫の発生予
防・まん延防止 

家畜衛生の推進  

（削る。）  

 
留意事項 （略） 

別記様式第14号－３（第30第４項関係）  
 
 

年度 消費・安全対策交付金（食料安全保障確立対策整備交付金）都道府県等成果及び評価報告書  
（ 年 月作成） 

 
 
  都道府県等名： 

 
目 的 

 
目 標 

（事業実施期間） 

（略） 

Ⅱ伝染性疾病・
病害虫の発生予
防・まん延防止 

家畜衛生の推進  

不妊虫増殖施設の整備  

 
留意事項 （略） 

 

附 則 

１ この通知による改正は、令和８年４月７日から施行する。 

２ この通知による改正前の消費・安全対策交付金交付等要綱に基づき実施した事業については、なお従前の例による。 

（新設） 

（新設） 


